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おわりに

はじめに

　本稿の課題は，現在が新たな歴史段階に位置付けられるか，労働経済の状

況から吟味し，示唆することにある。

　本来，このような重要な議論は，グローバル資本主義段階という段階移行

期において，労働力商品の不安定化＝非正規雇用化→格差拡大への逆転（ク

ズネッツのU字型カーブの逆転）という新たな段階を画することができる，

それが近年の世界同時不況によって更なる深化を遂げて，中東の民主化運動

を契機に米国ウォール街における大衆的運動へと革命的兆候すら伺える，し

かもそれがIT機器の媒介を通してIT革命という段階論的画期と重層的に展
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開されている，かような事態を労働力商品化の無理を基底に置き，恐慌論に

おける資本の絶対的過剰生産を念頭に，これらがどのように位置付けられ，

変遷しているかが展開されるべきかもしれない。しかしながら，本稿におい

ては，下記のような展開に留める。

　まず歴史段階論の簡単な説明を行ない，その意義を確認し，現在どのよう

な主張が行なわれているか概観する。とりわけ，段階論においてアメリカ合

衆国（以下，米国）の位置が重要視されるようになっていることに言及する。

そして，最近の段階論の諸説をサーベイし，一定の筋道をつける。

　次に，その米国における労使関係や労働経済の変容を巡る論争を概観す

る。米国では，アメリカの労使関係あるいは労働経済は変容したかどうかが

論争の対象となってきたが，それは歴史的に新しい段階の到来といえるかと

捉え直すことが可能であり，そのことによってともすると表層的になりがち

な論争に含蓄をもたらすことができるからである。

　そして，翻って日本の労働経済の変容をいくつかの指標から見てみる。と

りわけ，非正規雇用の問題が注目される。「グローバリゼーション，メガコ

ンペティション，市場万能主義」の三位一体攻撃が労働者階級を直撃するな

らば，その影響は非正規雇用という不安定で低賃金の雇用経済の増大として

現われると推測されやすいからである。

　結論的に，まず最近の段階論においては，多岐亡羊の観があるとされる

が，それでも一定の方向性は見えてきており，後は第二次大戦後の段階を自

由主義段階と比べてどこまで実態的に捉えるかにあるということが示され

る。そして，日本においては未だ段階を画するような変容の兆しは見えにく

いが，少なくとも非正規雇用の増大は女性労働問題として現出しており，そ

れが最近特に焦眉の問題と化した少子高齢化などの社会問題をもたらしてい

ることが指摘される。そして，確かに非正規雇用の最近の増加は格差拡大を

含む大きい問題ではあるが，日本においては従来，常に低賃金長時間労働の

不安定雇用層が存在していたのであり，あたかも最近になって急速に不平等

が拡大したのではなく，その貧困と格差のあり方が変化したものという見方
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を提示する。1）

第1節経済史段階論の意義一再構築とその課題

　現在，主流の経済史学においては，資料から読み取れることから歴史像を

明らかにしようという傾向が強く，経済史段階論のような歴史的変化をグラ

ンドデザイン的に捉えるという視角は流行らないようである。しかしなが

ら，我々人類が現在どのような歴史的な位置にいるのか，将来どのような方

向へ進んでいくのかを大局的に捉えることへの関心が衰えることはないと思

われるので，筆者は歴史をグランドデザイン的に捉える重要性をも否定しな

い。

　ここで経済史段階論とは，宇野弘蔵によって提唱された段階論を指す。宇

野は理論一歴史一現状分析の三段階論を提唱したが，これはマルクスの資本

論とレーニンの帝国主義論更に日本資本主義論争における講座派・労農派

の対立をどのように位置付けるかという問題意識に基づいて構築された。2）

　そのうち歴史段階論は，資本主義の発展を重商主義段階，自由主義段階

帝国主義段階に分け，典型国，支配的資本，基軸産業の3指標を抽出するこ

とによって類型化を図るものである。典型国とは資本主義は世界史的な発

展を遂げてきており（世界資本主義としての把握），それがある特定の国に

よって主導されてきたというという認識に基づいている。3）

　支配的資本とは，原論的な商業資本G－W－G’（歴史的には商人資本と

1）筆者は既に段階論と労働経済論の関係に関しては論じたことがある（浜島2003）。すな

　わち，理論面における段階論と労働経済論の関係についてである。労働経済論におい

　て段階論を導入しようという試みは，徳永（1966）を嗜矢とする。また小池（1966）は，

　賃金の基礎理論・段階論・現状分析を展開しており（同p．8），産業資本主義段階とクラ

　フトユニオン（p．38），独占資本主義段階と産業別組合（p．69），更に国家独占資本主義

　段階と発展段階と労働組合の関係等を明らかにしている。そして，それは徳永vs隅谷

　論争を経て小池（2005）に至るまで現在も続いている鉱脈なのである。

2）故馬場宏二氏の言による。

3）これは世界システム論や中心一周辺理論とも共有する認識といえる。尤も，宇野学派

　において世界資本主義派はウォラースティンに先行して，世界システム論という用語

　を用い，しかも資本蓄積や多角的決裁機構による資金循環も射程に入れた内容の深い

　議論を展開していた（岩田1964）。
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して現われる），産業資本G－W…P…W’－G’，金融資本（大銀行と密接

な関係を持った株式会社）であり，基軸産業とは，毛織物工業，綿工業，鉄

工業を指す。ここで，このような指標が厳密に典型的あるいは支配的，基

軸的なものとして抽出しうるか，その根拠は何か，という問題が浮上する。

とりわけ，最後の基軸産業については，印象論的なイメージが付きまとい，

もっと統計学的・産業連関的な把握が必要であるという意見も聞かれる4＞。

馬場（2011：298，302）氏は「社会の動向を支配し国家の政策まで己が利害

に従わせると言う意味での支配的資本は，アメリカでは成立し難い。」ある

いは産業革命期の米国では「基軸産業が成立するほどの特化は見られず，多

軸的産業連関が成立した」としているが，この支配的資本と基軸産業の米国

的特徴は多かれ少なかれ英国にも当てはまるものと思われる。

　また宇野段階論は，経済政策論が段階論の基本規定とされ，それが一番明

確に現れるのは対外関係＝対外政策だとされている（座談会『経済政策論に

ついて』，櫻井他2010所収p．255）。これは恐らく，帝国主義論が第一次大戦

＝ 帝国主義戦争を一般的に規定できればいい（同上p258），第一次大戦がド

イツと英国の帝国主義的対立として発生し，それは金融資本蓄積様式が対外

経済政策として現れたという認識に基づくものと考えられる（同上）。この

認識とその合理性は容認されるものであるが，対外政策を強調するあまり，

金融資本が証券資本主義として既に確立されていたにも拘らず（同上p265

石崎発言），米国は金融資本が中核として帝国主義政策を推進していなかっ

たという理由で（p．266），宇野は米国を典型国としては認識せず，銀行と産

業が密着に結合して金融資本が生産過程に基盤を持つドイツを典型とし，金

融資本が生産過程に基盤を必ずしも持たずに海外証券投資として展開したイ

ギリスをそのネガと把握したのである（p．251，261）。このような対外政策

を持って段階論を規定するという見方自体が捉え直されるべきかもしれな

い。

　とはいえ，段階論は歴史的変化を大局的に把握し，現在の位置と将来の方

4）故杉浦克己氏の言による。
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向性を羅針するという目的のためには，

しての有用性を持つといえよう。

少なくとも方法論的なアプローチと

段階論の再構築とアメリカの歴史的位置づけ

　最近，宇野段階論の根本的な再構築が提唱されている。とりわけ，帝国主

義段階における見直しが様々に行なわれている。元々の宇野理論において

は，資本主義の発展が必然的に帝国主義戦争と化し，社会主義政権が成立し

て資本主義の世界性が分断された第一次大戦までが歴史的発展段階として捉

えられ，それ以降は現状分析の段階であるとされた。これでは，第一次大戦

以降は，個々の事象を巡る原因と結果の因果関係以外に歴史的な大局的な流

れはなくなり，そのような把握も不可能になることとなってしまう。あるい

は，帝国主義段階の規定である金融資本は今日でも支配的資本であるとみな

されるため，現在においても未だに帝国主義段階であるとする一般的には俄

かに馴染めないような見方もされてきた。

　この宇野段階論の見直しは馬場宏二氏を嗜矢とすると思われる。馬場氏

は，宇野は帝国主義段階の典型国としてドイツを挙げているが，アメリカを

軽視しすぎたという。さらに，帝国主義段階の支配的資本とされる金融資本

概念が，商人資本形式，産業資本形式に比べると，銀行と密接な関連を持っ

た株式資本というような曖昧な概念であり，形式・範式としての確固たる地

位を占めていないと批判している。5）

　さらに，宇野段階論には，加藤栄一氏の資本主義の発展段階を純粋化と不

純化の2つの流れで大きく分ける有力な修正案がある。加藤段階論について

は，浜島（2003）で労働の段階論との関連でより詳しく論じている。本稿で

の関連性は，加藤段階論が下記のパックス・ブリタニカ段階とパックス・アメ

リカーナ段階の2段階論へも示唆になっていると思われる点である。すなわ

ち，加藤（1987，89）の「資本主義の発展段階模表」によると，資本主義の

発展段階はまず純粋資本主義化傾向（以下，段階）と福祉国家化傾向（同）

5）故馬場宏二氏の言による。馬場（2011）も参照。
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の2段階に大きく分類される。それぞれの段階には，形成期→発展期→崩壊

期があり，2つの段階は〈転換期〉で結ばれている。

　ここで純粋資本主義化段階は，形成期二産業革命期（1770年代～1830年

代），発展期二自由主義段階（1830年代～1870年代初頭），崩壊期二大不況

期（1870年代初頭～1890年代中頃）から形成されている。従来の古典的帝国

主義段階（1890年代中頃～第1次世界大戦勃発）は〈転換期〉に当たり，福

祉国家化段階は，形成期＝世界大戦期（第1次世界大戦～第2次世界大戦），

発展期＝高度成長期（1950年代初頭～1970年代中頃），崩壊期＝石油危機期

（1970年代初頭～1980年代中頃）となり，現在（1980年代中頃～）は「？」

付きながら〈転換期〉に当たるとみる。

　ただ本人も認められているように，「各段階の支配的資本の蓄積様式」

（1987：271）を分析されているわけではなく，また基軸産業の分析も十分に

展開されているわけではない。さらに，浜島（2003）で論じたように，宇野

理論の段階論と現状分析を切断する論拠，すなわち①社会主義の勃興による

資本主義の世界性の喪失，②管理通貨制採用による経済政策の質の変化，と

いう2つの論拠に正面から解答し切っていない。この2つに関しては，後に

論じよう。

　ここで純粋・不純という用語について付け加えておけば，新田滋氏（櫻井

他2010H第2章）は，所謂「方法の模写論」に関連して，純粋化傾向という

用語を用いずに，「19世紀イギリスにおける資本主義的市場経済の自立化傾

向」（規制緩和）（同上p．123），「自由主義政策による国家からの経済過程の

自立化」としていることが示唆的と思われる。即ち，帝国主義段階における

中農標準化傾向を持って純粋化傾向の逆転とみることは理に適っているよう

だが，一般に純粋・不純というと現実の資本主義の歴史における多様性を捉

え切れなくなってしまうのではないかという疑念を払拭仕切れまい。資本主

義の成立過程における資本主義的諸範躊の形成と資本主義的景気循環の自立

的成立をもって「純粋化」傾向のことと再解釈し，語弊のないように自立化

傾向と呼称変更した方が相応しいと思われる。
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　さて，上述の馬場一加藤の主張は，加藤・馬場・三和（2004）に結実されて

いる。まず加藤氏の段階論は6），3段階論となり，純粋資本主義化段階とし

ての前期資本主義（重商主義と自由主義），中期資本主義（帝国主義と国家

独占資本主義）に加えて，後期資本主義（1970年代以降）となった。これを

規定する7つの要因があり，それは産業構造，産業組織，労資関係，統治機

構，国家の役割，社会理念，世界システムである。この7つの要因は相互規

定的でもあるが，前者が後者を包摂する形で影響を波及させていく関係と

なっている（前掲pβ970）。そして，後期資本主義への移行促進は，産業構

造ではIT化，世界システムでは社会主義崩壊とグローバリゼーション，国

家の役割では福祉国家の解体などであるとされる。ここで筆者にとっては，

福祉国家が解体されたとまでといえるかどうかは疑問であるし，グローバリ

ゼーションにも懐疑的であるが，それは後述しよう。

　次に，馬場段階論は，宇野段階論の修正として，①社会政策の位置付け，

上述に関連するが②ドイッの過大評価とアメリカの過小評価の修正，③支配

的資本ばかりでなく，企業内組織や労働編成の側面からの検出を媒介とす

る。ここで筆者の関心は，とりわけ社会政策と労働編成である。馬場段階論

は3段階論であるが，古典的資本主義段階（宇野のいう重商主義段階，自由

主義段階，帝国主義段階），大衆資本主義段階（1917～1970末，p．123），グ

ローバル資本主義段階と分けられる。ここで大衆資本主義段階に，過剰富裕

化や会社主義も含まれると思われる。加藤段階論との相異は，帝国主義段階

にある。それを加藤氏は中期に位置付け，馬場氏は古典的段階（前期に当た

る）に位置付けているところである。

　なお馬場（2011）では，さらに帝国主義段階を三段階に分けており，後で

6）加藤段階論については，さらに林健久氏の段階論の議論とともに，岡本（2007）氏に

　よって，福祉国家における段階論として昇華されている。岡本氏によると，福祉国家

　の段階論的把握のエッセンスは，福祉国家を経済構造や世界システムなど他の諸要素

　と密接に連関しながら運動して，全体として1つの資本主義の発展段階を形成してい

　るという捉え方にある（岡本2007：22，32）。このような段階論の包括的な把握は，SSA

　やレギュラシオン学派とも通じるところがあり，福祉国家論としての段階論の概括的

　把握も瞠目に値する。
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みるパックス・ブリタニカーパックス・アメリカーナ段階論に近い構成となっ

ており，加えて基軸産業と支配的資本に関して新段階の規定がより明確に

なっている。即ち，古典的帝国主義段階：基軸産業＝鉄鋼業，支配的資本二

株式会社形態（ドイッモデルの共同出資というよりもアメリカモデルの企業

合併・資産投機），大衆資本主義段階：基軸産業＝大衆耐久消費財（自動車・

家電，アメリカ的大量生産方式），支配的資本＝経営者資本主義，グローバ

ル資本主義段階：基軸産業二IT産業，支配的資本二株価資本主義である（同

pp．291－297）。なお「遅れてきた福祉国家アメリカ」（p．296）と福祉国家論と

の突合せも見られ，興味深い。

　そして，三和段階論は，5段階論であり，形成期（重商主義段階），確立

期（自由主義段階），第一変質期（帝国主義段階），第二変質期（国家独占資

本主義），第三変質期（1970年代以降）に分けている。とはいえ，（）内で

示したように，本質的に既存の捉え方であり，段階論を帝国主義段階以降も

延長しているか，現在を新しい段階として位置付けているかが異なっている

のみである。実は，筆者の構想する段階論も，三和段階論と同じく，既存の

段階論の帝国主義段階を延長し，区分したものである。またこの新三段階論

は後に見る他の多くの論者も大同小異の見方をしている。なお，三和氏は宇

野の支配的資本の蓄積様式の変化とは異なった分析基準を用いて，①階級

関係（三和氏の用語では，生産手段の所有関係），②蓄積体制（同，剰余価

値の生産・分配），③市場機構と政府介入（同，市場・政府の再生産調整機能）

の3つの位相から段階区分している。

　さらに，最近ではパックス・ブリタニカの段階とパックス・アメリカーナの

時代に大きく区分する見方が提供されている。これによるとパックス・ブリ

タニカの段階が，従来の重商主義段階一自由主義段階一帝国主義段階と分け

られ，それぞれパックス・ブリタニカの形成一確立一没落の時期に相当する。

それに対して，パックス・アメリカーナの形成の時期が，パックス・ブリタニ

カの没落の時期＝旧帝国主義段階に現われ，それが従来国家資本主義段階と

みなされていた段階に確立ないし燗熟期を謳歌し，現在没落あるいは変容を
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迎えているという見方である。

図表1

　パックス・ブリタニカの時代

　・重商主義段階一自由主義段階一帝国主義段階

　　　形成　　一　　確立　　一　没落

　パックス・アメリカーナの時代…帝国主義段階一国家独占資本主義一現在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉国家体制）

　　　　　　　　　　　　　　　形成　　一　　確立　　　　一没落？変容？

　新田滋氏（櫻井他2010H第2章）は，パクス・ブリタニカ期一パクス・ア

メリカーナ期の段階論を前提とした上で，両期に共通する論理＝（経済的）

循環法則論，あらゆる社会構成に共通する論理＝経済原則論パクス・ブリ

タニカ期のみに特有な論理＝商品・貨幣・資本の範疇論（＝原理論）といっ

たように仕分けして，パクス・アメリカーナ期にも可能なのは循環法則論等

であり，狭義の原理論は範疇論としてパクス・ブリタニカ期に封印されるべ

きであるというものである（同上p．ll9，121，127）。同論文の各節はそれら

の事柄を具体例を挙げて論じている。

　また原理論から段階論へのアプローチも出ている。小幡氏は（櫻井他2010

H第3章），原理論は，純粋な資本主義的要因だけから分化生成論（同上

pl42）として自立的に展開することには限界があり（p．135），外的要因＝非

資本主義的要因を必要とし（p．138，142，例）労働力商品の特殊性・原始的

蓄積過程のように），その非資本主義的要因による契機によってどのように

資本主義が変容するかを（p．143）一般論として分析する際の基準と原理論

がなりうるという　（p．141）。

　その際，小幡氏は純化・不純化論，逆流仮説，福祉国家と新自由主義の反

復運動仮説などを批判されているが（前掲p．135，p．141），これは筆者の考え

では必ずしも上記の議論を打ち立てるための批判としては必要といえない。

むしろ，氏が例えば労働力売買の個別性と労働過程の組織性という矛盾が労

働市場の変容という弁証法的な契機を生み出すというのは（p．143），歴史的
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には内部労働市場の生成として現出したといえるだろう。この点で，小幡説

は，歴史的な段階論の上に内部労働市場という一般理論を展開する，すなわ

ち段階論上に一般理論を構築するという筆者の構想と親和性があるといえよ

う。新田氏（前掲p．122）も，“純粋資本主義への内面化”という用語で，内

部労働市場論を原理論の段階論における応用として把握するという視座が観

られる。「狭義の原理論」とは異なり，広義の原理論は一般理論として段階

論上に構築しうることを示唆している。

　他方，大黒弘慈氏（櫻井他2010H第1章）のポイントは，段階論と原理

論の関係であり，宇野三段階論の思想的背景を探ることを通して（p．106，

117），グローバル資本主義段階において，段階論的な資本主義の純化と不純

化が2つのモメントとして同時代的に生起しており，それを原理論に反映さ

せるべきであるという主張である（p．108，117）。かかる段階論の原理論へ

の反映は，（段階）移行の弁証法と（景気）循環（p．105，ll2）の弁証法の

結節点として，貨幣・信用論的な矛盾に現れ，それは資本と社会の矛盾を表

しているとされる（p．117）。7）こちらは新段階論からの原理論体系自体の見

直しであるが，これとの比較から，原理論を基準とした段階論上の一般理論

としての操作という主張もどのようなものであるか分かりやすくなるのでは

ないだろうか。

　これらに加えて，村上和光・半田正樹・平本厚編著（2005），櫻井・山口・

柴垣・伊藤編（2010）があるが，それは最後を飾ってもらうとしよう。

7）大黒氏の指摘するこの矛盾は，①労働力商品の無理＝資本と賃労働の矛盾→②分配論

　における個別資本間の競争＝③資本と資本の矛盾→貨幣・信用論的な矛盾＝資本と社

　会の矛盾，以上の諸矛盾の重層的契機をなしており（前掲p．112，ll7），この③は貸

　付資本家と産業資本の外的対立，即ち利潤率の低下に対する利子率の上昇に集約され

　る（p．112）。なお，③は自由銀行原理と中央銀行原理を分かつ準備金の矛盾も含まれ

　（p．ll7），また価値形態論冒頭における商品所有者の価値表現欲望と使用価値欲求の分

　裂という貨幣の二重性，経済人の二重性の問題も孕むものとされる（p．114，ll7）。も

　う一つ，大黒氏前掲論文には，原理論の対象を限定するためには，宇野においては社

　会主義イデオロギーが一定の役割を果たしたのであり，それは新カント派的な「認識

　目的」という概念と相容れるものであるという認識が示されている（p．116，ll7）。
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段階論の再構築とその課題

　確かに，このパックス・ブリタニカーアメリカーナの段階論は資本主義経

済の発祥から現代までの歴史の大枠を捉えるには，整合性があるように思わ

れる。段階論は社会主義が誕生し，もはや資本主義世界経済の統一性がなく

なった第一次大戦で終わる，あるいは現代もいまだ帝国主義段階である，と

いった違和感を拭い去ることができる。

　しかしながら，オリジナルの宇野段階論では，蓄積様式に段階区分の根拠

をおいていた。とりわけ自由主義段階には資本主義経済が国家の圧力を離

れ，政治が介在しなくても経済機構が自立的に展開する「純粋資本主義」に

近い状態になったことを軸として，その前後の段階も規定性を得ていた8）。

マックス＝ウェーバーの単なる理念型とは異なると豪語した所以である。

よって第一次大戦以降が現状分析の課題となるという命題の背景にも，単に

社会主義が登場したというだけではなく，むしろ管理通貨制度の採用の方が

重要で，これにより財政金融政策が自立性を帯び，単なる経済構造の反映で

はなくなったという事情が指摘されるのである。9）

　もちろん，自由主義といっても政治的介入はあったし，そのことは自由貿

易帝国主義論1°）として展開された。またより最近のジェントルマン資本主義

論11）においては，産業革命自体を相対化し，あたかも綿工業の発展や産業資

本家がなくてもイギリス資本主義経済は成立したかのような議論まで説得的

に登場しそうな気配すら漂わしている。

　そういった問題は今措くとして，宇野段階論には資本蓄積様式により定式

化し，理論化しうるような根拠を有していたことは間違いない。それに対し

て，パックス・ブリタニカーパックス・アメリカーナ段階論にはそのような確

固たる根拠が，新田氏の示した限界を超えて提出しえるかが一つ問題となろ

8）新田滋（1998）に随所に示唆が見られる。同書は段階論研究の包括的な力作である。

9）佗美光彦氏の言による。

10）差し当たり，毛利健三（1978）『自由貿易帝国主義』東京大学出版会．

11）差し当たり，ケインPJ．，ホプキンズ，A且（1997訳）『ジェントルマン資本主義の帝国

　一創生と膨張1688－1914』名古屋大学出版会．
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う。とはいえ，歴史区分を適切にすることによって，我々の歴史認識が容易

になるという便宜性はこれまた否定できまい。そこで，次に米国における段

階的変化が起こっているかどうか，米国における論争を通じてみてみよう。

第2節アメリ力合衆国の労使関係ならびに雇用関係の変容

　アメリカ合衆国（以下，米国）では1980年代に米国の労使関係は変容した

のかという論争が行なわれた。これはダンロップとフリードマンの間で行な

わた。そして1990年代末には，米国の雇用関係は変容したのかという論争が

ジャコビーとキャペリの間で行なわれた。これらは本質は普遍なのか変化し

たのかという論争であるという点で，アメリカ人は本質普遍論争が好みだと

いえる。

　一方，本来米国の影響を被りやすい日本においては，これらの論争は紹介

されるものの，何故か影響は軽微に留まっているように思われる。これは日

本においては，本質論争の不毛な歴史があり，こういった本質論争に容易に

汲みせないからであろう。ここで本質論争とは社会政策論争や国家独占資本

主義論争などを念頭においているが，これらは全く意義がなかったとはいえ

ないまでも，徒労に終わったという観も強い。そもそも本質とは定義に関わ

る問題であり，よりよい定義はあろうものの，定義は目的や対象如何によっ

て変わりうるものであり，その意味で論争が不毛に終わるのは元々当然の結

末といえる。12）

　それよりも，米国における労使関係そして雇用関係は変容したのか否かと

いう問題は，歴史的段階を画するような変化か否かと捉えなおした方が生産

的であろう。そこでこれらの論争に関してみていこう。

ダンロップvsフリードマン論争

　このダンロップvsフリードマン論争に関しては， 既に河村（伊藤他

12）山口重克の本質規定と分析基準における本質規定とはかの本質論争の意味で捉えるべ

　きであり，そのため山口は本質規定よりも分析基準としての段階論を称揚したと考え

　られる。
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（1996）所収）の解説がある。よってここではその要点と若干の問題点を指

摘するに留める。河村氏はこの論争を段階論と見据えて，フリードマンに軍

配を挙げた。それはフリードマン説が歴史的変容を唱えており，現在を段階

論的変化の只中にあるとみる河村氏の主張と符合するからである。

　ダンロップは1930年代半ば以降に米国に現われた労使関係を，労使による

団体交渉そして政府による受動的で法的なシステムとして把握した。このシ

ステムが1980年代に変容したか否かを巡って，ダンロップとフリードマン

の問に論争が行なわれた。同じ現象をみていても，ダンロップは変化は一

時的・短期的ないし周辺的な変化としかみていない。すなわち，1980年代以

降に広く顕在化した，①賃金決定における変化（二重賃金の拡大，手当タ

イプの一時金lump－sum　paymentの拡大，　COLA生計費調整条項やAIF年次

改善要素などの後退），②譲歩交渉（concession　bargening）の拡大，③労

使協調や「労働者の経営参加」の拡大，などについて，ダンロップによれ

ば，①②は経済条件の悪化で生じた一時的な現象で，経済条件の好転で消滅

しうるし，その程度も大したものではない。③も労使協調が労使協議（joint

consultation）として長い伝統があり，既に第二次大戦期に産業委員会など

の事例があり，歴史的に見れば大きく拡大しているとはいえないとしてい

る。

　これに対し，フリードマンは，外国からの競争（今ならばグローバリゼー

ションの影響といえよう），ノンユニオン企業の影響による賃金システムの

柔軟化，さらに雇用の柔軟化（非正規雇用の拡大など）の現象を挙げ，労使

関係の変化は一時的・循環的なものに留まらず，システムそのものの変容で

あるとみている。

　さらに，河村氏は，コーチャン・カッツ・マッカーシー（Kochan，　Katz　and

Mckersie）（脚注14参照）らによる1930年代にできあがった団体交渉システ

ムの変容論，ノン・ユニオン・モデルの影響が，①企業の長期戦略レベル，②

団体交渉レベル，③職場における個人と組織のレベルにも及び，かつてのユ

ニオン・セクターからノン・ユニオン・セクターへのスピルオーバー関係が逆
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転していることをもってダンロップの議論を批判していることにも言及し

て，フリードマンの労使関係システム論を補強している。

　『「ダンロップ・モデル」の理論的枠組みそのものを見直し，経済環境の変

化に対する「主体」の「戦略的選択」を重視するアプローチを通じて，「労

使関係システム」そのものの変容にまで立ち入って，80年代のアメリカの労

使関係の「歴史的変容」説をより体系的に展開してきた』（河村1996：p．195）

　とはいえ，上記のダンロップの主張も，一理あることは見られる通りであ

る。段階論的変化と断言するには，まだ歴史的な検証を要すると思われる。

ジャコビーvsキャペリ論争

　次にジャコビーとキャペリの論争は（Jacobyl999，　CapPellil999），米国

において終身雇用（good　job）は無くなったのか否かという論争といえる。

ここで米国の終身雇用とは，定年まで基本的に同一の会社に勤めるか否かと

いうものではなく，雇用保障のある福利厚生の伴う仕事という程度の意味で

ある。とはいえ，後にみるように，日本においても，そもそも上記のような

意味での終身雇用は元々少数派であり，日本全体としてみた場合はとても文

字通りの終身雇用などというものは大多数の国民にとっては昔も今もあった

とはいえないのだから，米国における論争の対象を終身雇用と訳すのは，あ

ながち奇を街ったことではない。

　それはともかく，ジャコビーは1990年代の米国における雇用関係の変化で

大きい変化は，会社は繁栄している時にも労働者をレイオフするようになっ

たことであり，しかもホワイトカラー従業員をターゲットにレイオフするよ

うになったことであるとする（同p．126）。1980年代初頭にブルーカラー労働

者が相当な程度で終身雇用の喪失を経験したのに対して，1990年代初頭にホ

ワイトカラー労働者が対象となったというのである（同p．133）。とはいえ，

女性労働者については，過去20年間に長期雇用がいっそう普及した（p．126－

127，　133）。

　総じて，1990年代の米国における雇用関係の変化に対して，ジャコビーは
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量的変化であり，質的変化ではないと言い切る（p．124）。この総括では，本

質論争的な色彩が色濃く現われてしまい，余計な物議を醸す原因となりかね

ない。それは先にも述べたとおり，修正が効くとして，ジャコビーの現状認

識は鋭く的を射ているといえよう。

　それに対して，キャペリは，現在の労働不安定が経済的構造変化に基づい

ているとみる。それに伴い労働組合の力量が低下し，新しい市場ベースの雇

用関係（外部（中途）採用）が台頭する。内部労働市場の形骸化し，キャリ

ア形成は市場を通じて行なわれるようになる。さらにその背景として，生産

市場の不安定性が増大しており，それは内部労働市場が養成しうるよりも急

速に新しい技能の需要を増大させる。そのことが内部労働市場の形骸化に迫

車を駆けることとなる。

　このように，キャペリの専門知識を窺わせるところである。このような論

調は通常，日本でもそうであったが，「かつては右肩上がりの経済成長の時

は終身雇用，年功序列は適していた。だが，右肩上がりの成長が自明のもの

とはいえなくなり，ボーダレスの時代となって国際競争が激化している現

在，もはや雇用が永遠に保証されたり，賃金が上昇し続けたりするなどと想

定することはできない。これからは成果主義の時代でなければならない。」

などというステレオタイプ化された，歴史的趨勢や統計的データをとても吟

味したとは思えない直感的な議論に陥りがちである。ところが，キャペリは

上記の内部労働市場といった学問的概念に基づいて議論しており，それが19

世紀型の外部労働市場中心に舞い戻るといった認識もみせている13）。

　話をジャコビーvsキャペリ論争に戻すと，実は彼らの事実認識は，一見

正反対に見える主張とは裏腹に実は一致しているのである。すなわち，ジャ

コビーは1990年代の最も大きい変化は，経済成長があるにも拘らず，ホワイ

13）これは伊藤誠（1990）氏の逆流仮説をも髪髭させる。尤も，筆者は逆流仮説には疑問

　を禁じえない。どうして歴史が逆転するのかという素朴な疑問は今措くとしても，19

　世紀的なレッセフェールと現在の曲がりなりにも社会権的基本権の確立やそれに基づ

　　く社会保障制度の成立を経た後のネオ・リベラリズムでは度台自由度のレベルが異なる

　からである。詳しくは，第4節で論じよう。
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トカラーでさえ解雇されることに求めている。それに対して，ジャコビー

は，非正規雇用の比率自体はかつてとそれほど大差ないことを認めつつ，問

題なのは従来のホワイトカラー層にまでリストラの波が押し寄せていること

であるとする。けだし，少数派であるとはいえ，この階層は経済的にも政治

的にも大きな影響力を持っているからである。みてとれるように，ジャコ

ビーもキャペリも，問題の核心をホワイトカラーもリストラの対象となるよ

うになったことであるという認識自体は全く変わらない。違いは，それを

キャペリは決定的な変化であると捉えるのに対して，ジャコビーはそうでは

ないとみなす。要するに，彼らの相異は解釈の相違に過ぎないのである。こ

こで非正規雇用は米国においてもそれほど大きな存在ではないとみなされて

いることを敢えて強調しておきたい。

その他の論客

　上記の論客以外にも，米国の労使関係ないし雇用関係の変容を説く論者は

多い。代表的なところでは，コーチャン・カッチェ・マッカーシーの労使関係

システム論14），オスターマン，ピオリ，そしてSSAの論客（ゴードン・エド

14）労使関係システム論とは，カー・ダンロップに始まり，コーチャン・カッチェ・マッカー

　　シーらによって発展させられた米国のみならず世界の労使関係の議論をリードする議

　　論ではある。それは労使関係に対する労働市場や政策等の外部環境の影響によって，

　　どのような結果がもたらされるか，体系的に検討しているものである。それは下記の

　　図のように，様々な項目を含んだより精緻な体系となってきているのである。しかし

　　ながら，これはチェッキング・リストとでもいうべきフレームワーク（秋元1992二184）

　　に過ぎない。（尤も，秋元（1992）はコーチャンらのことをいっているのではない。）

図表2

　　　　　　価値　　ビジネス戦略

　　　　　　　↓　　　　↓

外部環境→→→→→→→→→→→→→会社レベルの労使関係→→→→→→→業績結果

労働市場　　　　　　↑　　　　　　の制度的構造

労働力の特徴　　　歴史ならびに　　　・戦略的活動　　　　　　　　　　・使用者

と労働力の価値　　傾向的構造　　　　・団体交渉／　　　　　　　　　　・労働者

生産市場　　　　　　　　　　　　　　・職員の職務活動　　　　　　　　・労働組合

技術　　　　　　　　　　　　　　　　（人事部の機能的活動）　　　　　　・団体

公共政策　　　　　　　　　　　　　　・職場活動
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ワース・ライク）などとなろう。

　ここではまず米国における非正規雇用の問題がそれほど大きな位置は占め

ていないというジャコビーvsキャペリ論争からも窺い知ることができるこ

とを，コンティンジェント・ワーカーに代表される非正規雇用の問題が大き

いとする見解を敢えて取り上げることによって，逆説的に裏付けておこう。

　Osterman（1999）は，米国におけるコンティンジェント・ワーカー，テン

ポラリー・ワーカーといった非正規雇用が増大していることに警鐘を鳴らし，

批判的分析を展開している。米国においてもかつてはみられた雇用保障はな

くなり，リストラが行なわれ，個人的な査定が行なわれ，シリコン・バレー

にみられるような恩恵を受ける技術者は20％ほどに限られており，金持ちと

貧困の格差は広がり，雇用は不安定になっていくと予想している。

　だが，その主張とは裏腹の事実が本書には示されている。すなわち，実際

は，コンティンジェント・ワーカーとは5％にも満たないものに過ぎず，企業

も人材の主力としては定着しないコンティンジェント・ワーカーなどを用い

ようとは思っていないことが窺えるのである。15）

　ここでダンロップニコーチャンらの労使関係システム論とも似ている

が，段階論とも通じるもっと重厚な研究として，SSA（Social　Structure　of

Accumulation）を挙げることができる。　SSA学派のいう蓄積の社会的構造

とは，資本主義的蓄積過程が組織される特定の制度環境のことであり，資本

主義の諸段階を決定するものである。すなわち，企業における投入・生産・

販売を取り囲む貨幣信用制度・国家の経済介入類型・階級対立などの諸制度

　　　なお，Kochan　et　al（1994）の主要な結論は，使用者は1960年代以降における労働

　　市場と生産物市場の変化に対して労働組合主義の影響を減じることで適応してきたが，

　　労組と政府の政策はニュー・ディールの団体交渉モデルに固定され続けていた，という

　　ものである（p．13）。そして，労使関係は団体交渉モデルから脱却しなければならず，

　　新しいモデルを探らなければならないと主張なのである。

15）本書で他に注目すべきは，個人査定よりも集団査定の方が重きを持っているのではな

　　いかということである。すなわち，個人の実績により昇進や昇給，あるいは解雇が決

　　められるというよりも，むしろプロジェクト・チームとしての実績が評価され，企業内

　　のいくつかの集団間の競争が行なわれる，つまり個人間では競争ばかりではなく，協

　　調も重視される，そのような仕組みになっていっているのではないか？
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の集合体であり，その中でも重要なのは労働作業組織（労働過程）と労働市

場構造である（Gordon　et　a1＝河村他訳pp．12，13，26以降）。かかる諸段階

は初期プロレタリア化，労働の均質化（1870年代から第二次大戦まで），労

働の区分化（segmentation，1920年代以降：重複は移行期）の3段階に分け

られるとされる。さらに，諸段階を決定するSSAは25年周期（同上12，41）の

好・不況計約50年周期の長期波動と相互規定関係にある。16）

　SSAの学説は膨大な先行研究の基づく歴史的（さらに統計的）考察による

重厚な研究であるが，ここでは宇野段階論との類似と相違を指摘しておくに

留めよう。類似点は，歴史段階論であるという点，資本蓄積様式ならびに景

気循環を重視する点であり，相違点は，みられるとおり時代区分の仕方，経

済政策・支配的資本・基軸産業といった範疇よりも包括的なフレームワーク，

10年周期の恐慌ではなく長期循環の重視，などとなろう。もちろん，SSAの

議論は以前より紹介はされてきたが，その本格的な検討は未だなされていな

いように見受けられる。今後は，SSAとの大枠的な対比に留まるのではなく，

むしろ詳細に立ち入った歴史的な分析の突合せから研究を進めるべきではな

いかと思われる。

第3節日本における労働経済の変化の現状

　日本においては，つい最近まで，前述したように，終身雇用，年功序列か

ら成果主義への転換を謳う通俗的な主張がマスコミなどを中心にみられた。

この路線上に，労働経済論的側面からみた段階規定としても，米国や日本，

その他諸国において，長期雇用を前提としたストック型雇用関係から，短期

スポット的なフロー型雇用関係へと転換しつつある傾向がみられるのであれ

ば，メルクマールとして画し易かろう。著名な日経連『新時代の「日本的

経営」』においては，長期蓄積能力活用型グループ，高度専門能力活用型グ

ループ，雇用柔軟型グループに雇用を分けたが，これを日経連が終身雇用や

16）この概念枠組みは，ここでは論及しえないが，

　にも通じるところがある。

フランスのレギュラシオン学派の理論



段階論と労働経済論 （141）　－19一

年功序列を今後は一部の労働者に限り，非正規雇用の増大を目論んでいると

いう受け取られ方がされた。日経連への労働組合側等からの批判としては武

器となりうるのでよかろうが，事実認識としては詩しい17）。

終身雇用制，年功序列型賃金体系

　まず，終身雇用についてである。新卒で入社して以来，同じ企業にずっと

勤めている社員を標準労働者という。よって標準労働者とは終身雇用を指す

といってよい。日本は終身雇用が中心だと思われがちであるが，従業員数

1000人以上の大企業における男性労働者に限っても18），40歳以上の標準労働

者の比率は50％を下回っている（図表3）。すなわち，大企業においても中

高年を過ぎて新卒から勤めている者は，少なくともデータ上は半数もいない

のである。

図表3　標準労働者率の推移

　　　　　　　1985年　単位：％ 2000年　単位：％ 2010年　単位：％

年齢
産業計
大卒労
働者

1，000
人以上
大卒労
働者数

1，000
人以上
高卒労
働者数

産業計
大卒労
働者

1，000
人以上
大卒労
働者数

1，000
人以上
高卒労
働者数

産業計
大卒労
働者

1，000
人以上
大卒労
働者数

1，000
人以上
高卒労
働者数

20～24 8＆3 89．2 62．5 87．8 8＆0 60．0 90．2 899 825

25～29 59．2 6くL9 56．5 53．1 55．6 55つ 494 51．1 30．9

30～34 4＆2 58．0 54．2 49．8 59．3 44．1 33．7 3＆1 33．2

35～39 470 593 41．3 4a8 53．0 45．2 34．1 396 424

40～44 428 557 37．3 41．3 53．6 47．3 40．8 515 3a7

45～49 3＆4 52．6 244 37．9 5α2 490 3＆3 4＆0 4ao

50～54 2＆7 41．4 244 41．3 55．2 3al 35．2 45．2 41．9

55～59 12．4 23．5 7．8 29．3 41．4 26．5 27．2 34．9 42．5

（出所）賃金センサス各年版

17）筆者の見解としては，日経連も傘下企業も長期蓄積能力活用型を今後も主体と考えて

　　おり，必ずしも雇用柔軟型≒非正規雇用の増大を中心に目論んでいるわけではないと

　　いうものである。これは日経連を弁護したいわけではなく，日経連のフォロー調査か

　　ら読み取れることである。浜島（2005）参照。

18）1000人以上というのが賃金センサスから得られる最も従業員数の大きい数値であり，

　　これより小規模の企業になると標準労働者の比率はさらに小さくなってしまう。
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　このことはあたかもほとんどの社員が終身雇用であるかのようなイメージ

とはかけ離れているし，しかも終身雇用が最も完成されたといわれる1980年

頃と比較しても，最近の数値は変わらないどころかむしろ高齢者の標準労働

者比率は増えていることが読み取れる。このことから，終身雇用制は元々一

部の大企業に限られたものであり，しかも大企業においてさえ社会通念より

も低い比率しかなく，さらに最近になって変化しているとも言い難いという

ことがいえる。

　次に，平均勤続年数の変化であるが，これも恐らく世間のイメージから想

起される予想とは異なり，最近むしろ勤続年数は延びてきているのである

（図表4）。ただし，企業の平均年齢が高齢化と共に増大してきているのであ

るから，当然といえば当然である。とはいえ，世間のイメージは10年ほど前

に大規模なリストラが行なわれてから流動化が増しただろうというところで

あろうから，これも大規模な変動は起こっていないといえる。

図表4　年齢階層別平均勤続年数の歴史的推移

大卒 単位：歳・年

1965年 1970年 1975年 1975年b 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

平均年齢 3a1 328 34．7 33．8 35．3 36．0 36．5 37．2 38．4 39．9 39．1

平均勤続年数 7．8 8β 1α5 98 112 12ρ 12．3 12．7 13．6 142 124

高卒

平均年齢 30．4 30．8 329 32β 34．8 36．4 38．3 395 413 3＆5 42．1

平均勤続年数 92 9．8 11．8 llb 134 152 1α7 17．9 18．9 14．1 16．5

（出所）賃金センサス各年版

（注）1㎜人以上従業員のいる男性における数値

　最後に，年功型賃金が変化しているかどうかである。成果主義が取り入れ

られたからといって，全体的にみて年齢や勤続年数と共に賃金が上昇すると

いう傾向自体には変化がない（図表5）。もし，年齢や勤続年数と実力が相

関関係がなく，実力に応じて賃金が決定されるとしたならば，賃金は年齢や

勤続年数と関数関係はない筈で，図のような比例関係にはならないであろ
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図表5　年功賃金の歴史的推移

単位：万円
450

400

350

300

250

200

で50

100

50

0

　　　　　→－2010年…
　　　　　＋2005年
　　　　　＋2000年
　　　　　＋1995年
　　　　　→←1990年

………「＝膿
　　　　1－1975年
　　　　　一1970年

ノペ㌔㌔㌔㌔㌔㌔㌔㌔げ
（出所）賃金センサス

う。その意味で，年功型賃金自体に変化はない。

　とはいえ，年功型賃金が年代を追うごとに相対的にフラットになってきて

いるという指摘は正しい。つまり，昔に比べて初任給と管理職の賃金格差は

相対的には縮小してきている1％しかしながら，絶対額で見るとむしろ変化

は大きくなっている。これは錯覚かもしれないが，労働者にとっては大昔の

時代との相対的な変化よりも，絶対的な大きさの方が意味を持っているかも

しれない。というのも，絶対額が増大しているということはより豊かになっ

ていて沢山の物が買えるということを意味し，それからすると初任給と管理

職の絶対的格差が大きくなっているということもインセンティブを与えるか

もしれないことだからである。ともかく，年功型賃金に決定的な変化は起

こっていない。

　なお，年功型賃金は単に年齢や勤続年数が上がれば，実力と関係なく賃金

が上昇するシステムであるというよりは，長年の経験の蓄積とジョブ・ロー

19）例えば，平成14年版厚生労働白書p．21，22参照。
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テーションにより幅広い専門性を身につけていき，合わせて地道な自己啓発

により教養と専門知識も蓄積され，実力も向上するから賃金も向上するシス

テムであると考えられる。

非正規雇用

　非正規雇用も，労働力調査によって雇用期間による分類に基づいてみる

と，常雇に対する日雇と臨時雇の比率は，現在は高度経済成長期の数値とそ

れほど変化はない（図表6）2°）。確かに臨時雇の比率は増大しているが，そ

図表6　男女常雇・臨時雇・日雇の歴史的推移

→一男女計常雇

＋男女計臨時

一卜男女計日雇

一齢一 男常雇

　男臨時

　男日雇

　．女常雇

　・女臨時

一一 女日雇

（出所）労働力調査

（注）常雇は1年を越える又は雇用期間の定めのない契約で雇われている者
　　臨時雇は1ヶ月以上1年以内の期間を定めて雇われている者
　　日雇は日々又は1ヶ月未満の契約で雇われている者

20）2003年6月に派遣労働者の派遣期間が3年まで延長が認められたのにともない．常雇

　　に対する日雇と臨時雇の比率は2003年以前の比率と連続性がなくなり，正確な比較に

　　はならなくなってしまった。
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の分日雇の比率が減少して，結果として常雇≒正社員と非正社員（≒臨時雇

＋日雇）の比率は一定に保たれてきた。これは非正社員が急速に増大してい

るというマスコミ報道から受ける印象からは奇異に思えるであろう21）。2000

年前後に常雇が減少し，臨時雇が増大したが，最近は小康を保っている。さ

らに，雇用形態の変化をみても，企業に雇われる（被）雇用者が増大し，自

営業が減少している（久本2003）という意味では，雇用形態の多様化は進ん

でいるどころかむしろ後退しているとさえいえる。

　次に非正規雇用を呼称別による分類に基づいて年齢別男女別にみてみる

と，2002年までは非正規雇用が増大しているといっても，中心は中高年女性

労働が圧倒的に大きな比重を持ち（図表7abcd），しかもその有配偶率が高

いことが判っている。すなわち，2002年まではまだ非正規雇用増大は，主に

中高年の主婦がパートとして働きに出るようになってきたことが原因であっ

た。確かに，男性の非正規雇用の増大は比率的には女性以上に急激であった

が，それは男性も非正規雇用が際限なく拡大していっているといったもので

はなく，少なくとも中高年層の非正規雇用比率は低い数値に留まっていた。

ただ若年層の非正規雇用の比率は高くなっており，これが正規雇用化されな

いならば将来的には非正規雇用が増加する可能性はあった。

　こう書くと牧歌的な状況のように思われるが，これは非正規雇用の増大が

女性労働に集約されていたということ，すなわち女性が結婚出産・育児のた

めに一旦退職し，再び就職しようとしても正社員としては復職が難しく，あ

るいは性別役割分業により家事・育児の大部分を担わなければならないため，

パートとしてしか再就職することが困難であるという問題なのである。

　確かに，非正規雇用の比率は一貫して上昇している。しかしながら，それ

は2002年以降に統計が2月のみから年平均が出されるようになったという事

情があり，また2000年代後半以降はその上昇率もやや低下している。しか

21）尤も，かつては出稼ぎなどからなる日雇による不安定雇用が社会問題となっていたが，

　現在は出稼ぎ自体が減ってそれほど問題ではなくなってきていることを想起しても，

　問題の焦点が日雇から臨時雇にシフトしてきているのだと言えば，一定の納得が得ら

　れるのではないか。
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　　　図表7a　非正規雇用の歴史的推移　男性　万人　年齢階層
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（出所）労働力調査

（注）2∞1年までは2月，2002年からは年平均の数値

図表7b　非正規雇用の歴史的推移　男性　％　年齢階層

（出所）労働力調査

（注）2001年までは2月， 2002年からは年平均の数値



図表7C

　　　人数

　　　　　　段階論と労働経済論

非正規雇用の歴史的推移　女性　万人　年齢階層

（147）　－25一

　　　　　15－24議　　25～34歳　　35－44歳　　45－54像　　55～64歳　　550以上

（出所）労働力調査

（注）2001年までは2月，2002年からは年平均の数値

図表7d　非正規雇用の歴史的推移　女性　％　年齢階層

1＿唖98a

奪齢階層

（出所）労働力調査

（注）2001年までは2月， 2002年からは年平均の数値
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も，若年雇用においては男女共に，他の年齢層に先行して2000年代初頭から

非正規雇用の増大は，高止まりしつつも鈍化しているのである。従って労働

市場における段階としての画期をなすメルクマールとみなしうるのかについ

ては，まだもっと慎重な吟味を要する。

　もちろん，非正規雇用の増大自体は深刻な影響を及ぼす。日本において

は，フルタイムとパートタイムの労働時間による違い以上に，同一価値労働

同一賃金が徹底しておらず，正規非正規の格差があたかも身分制格差のよう

に労働条件格差の大きいからである。とりわけ，2000年以降の変化として，

男性中高年の非正規化が進んでいることが挙げられる。この原因は，恐らく

情報産業を中心に，これまで正社員だった者を契約社員として再契約し直し

た結果と想われる。22）

第4節段階論の再検討

　さて，日本における段階論の再検討の機運，米国における本質普遍論争，

さらに日本における労働経済の現状の検討を踏まえて，改めて現時点におけ

る適切な段階論的把握は如何なるものであるか，第1節の最後で挙げた村上

和光・半田正樹・平本厚編著（2005），さらに再び櫻井・山口・柴垣・伊藤編

（2010）に基づきながら私見を述べたい。

　まず山口重克氏（櫻井他2010H第5章）は，「段階論には支配的資本の蓄

積様式と世界経済の構造ないし枠組み論という二つの資本的規定要因があ

る」（p．154），「前者によって三段階に区切り，後者によってその中をさらに

いくつかのサブ段階に分けてその特徴を類型化する」という極めて示唆的な

方法論を提起されている。

　次に，村上（2005）氏はグローバル資本主義に関して，最も的確に把握し

ている一人であると思われる。氏は，タイトルどおり，グローバル資本主義

が幻影に過ぎず，その概念が「従来の資本主義と何か根本的に相異するもの

22）ジャコビー（2005）p．96には，バブル崩壊後にそのような正社員から契約社員への転換

　が迫られている事例が挙げられている。
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として理解されがち」であると批判される。そして，以下のように位置付け

られる。

　「グローバル資本主義」は，何よりも「『金融資本段階論』23）に規定された

現代資本主義」としてこそ性格付けが可能なのである（p．35）。続けて，現

代資本主義は，古典的帝国主義段階と並ぶそのサブ・ステージであるとし，

さらに現代資本主義の第1期＝成立期（1930年代から戦時統制期），第2期

二 展開期（大戦終了期から1980年代），第3期＝変質期（1980年代以降）と

分け，第3期こそグローバル資本主義であると位置付けられる。

　ここで現代資本主義をサブ・ステージと位置付けるということは，国家独

占資本主義ないし福祉国家と概念化するのと，サブ・ステージとしての位置

付けとしては変わらないものといえる。その点で，前述の三和段階論と同類

の把握といえよう。さらに，この第1段階というのは，それが本格的に展開

するまでの，いわば助走に当たるものであるから，それほどの意味を持たな

い。すると残りは，第3段階であるが，これもグローバル資本主義を懐疑的

に幻影と批判して上で，敢えてそれを位置付けるとどのような内容として把

握されうるかということを開陳したものであるので，サブ・ステージの中の

更なるサブ・ステージというほどの位置付けといえよう。

　同様に，関根友彦氏（櫻井他2010皿第3章）も，「脱資本主義過程の三局面」

として，以下のように把握されている。

　・第一局面…大恐慌を含む戦問期

　・第二局面…黄金期，石油技術とフォーディズムの時代

　・第三局面…1980年代から新自由主義の時代，情報技術と金融乱脈の局面

　第三局面において，グローバリゼーションとか新興国の台頭とかは入れて

いないところが，後に見る筆者の見解と呼応している。それよりも，筆者に

23）ここで金融資本主義的蓄積様式の基本構造は，（a）生産力基盤が固定資本の巨大化と

　　して特徴づけられる装置型・重工業，（b）運動形式が資本市場に立脚した株式会社制度，

　　（c）運動基軸が証券流通を前提にした株式会社金融，（d）運動構造が銀行・産業・市場

　　の3者間の組織的独占体，（e）景気循環のオーバーシュート型変容，などの側面にお

　　いて概念化可能である，と的確にかかる蓄積様式を把握されている。
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は，労働力の脱商品化とするエスピン＝アンデルセンの議論を考慮して，関

根氏の解説している大内力氏とイ宅美光彦氏の議論を統合して，脱資本主義過

程の一局面としての労働力の脱商品化が「管理通貨制に基づく労働政策」と

しての労働力商品への介入政策と捉えて良いと思われる。この視点は重要で

あると思われるが，ここではこれ以上の展開はしない。

　同様に，柴垣和男氏（櫻井他2010皿第1章）も第一局面…経営者支配企業，

第二局面…金融コングロマリット，第三局面…超国籍企業，という段階把握

をされている。但し，これはかつて主張されて実現しなかった，カウッキー

の世界資本主義論の再版に思われる。

　さらに，横川信治氏（櫻井他2010H第5章）は，第1次グローバリゼー

ション，第2次グローバリゼーションという示唆的な把握をされている。こ

れは以下のように図示されている。

　・市場資本主義，重商主義一自由主義一（帝国主義）：第1次グローバリ

　　ゼーション…20世紀，英独米の諸相→大戦間期に危機

　・管理資本主義，大戦間期一黄金時代一第2次グローバリゼーション…

　　1980年代から→2001年以降に危機

　この認識であれば，グローバリゼーション期が複数あることを示すこと

で，資本主義がそもそもグローバルであったことを認識させ，しかも2つの

グローバリゼーションでパックス・ブリタニカとパックス・アメリカーナを

髪髭させることにもつながっている。

　更に言えば，グローバリゼーションを三段階に分けるべきであると筆者は

考える。即ち，第1次グローバリゼーションは大航海時代であり，主にポル

トガル・スペイン・オランダ・英国・フランスが覇権を争ったのである。第

2次グローバリゼーションにおいては，帝国主義段階における英独米の諸相

であり，第3次グローバリゼーションは横川氏の把握の通りでよい。

　というよりも，筆者は現在のグローバリゼーションだけを過度に強調する

ことに批判的であり，資本主義は周知のとおりウォラースティンが世界シス

テム論として展開してきたように，元々世界資本主義として展開してきたも
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のである。ウォラースティン自身には，国民経済と産業資本主義とに無理解

があるのではないかと疑念も生じようが，それでも第2次大戦前の資本主義

が，現在よりもある面ではボーダレスであったことはもっと認識されてよ

いo

　ここまでの歴史認識は一応受け入れることができる。ただし，村上氏がグ

ローバル資本主義の規定を，「世界的な資金過剰と『金融ビッグ・バン』に立

脚した国際的資金移動の『超』激烈化に条件づけられた，国際的『大競争』

局面」と規定したり，グローバル化の基盤形成を「規制緩和・市場自由化・市

場開放強制」と再規定したりしていることには首肯しがたい。というのは，

これらの規定は，とりわけ1990年代に生じたことのように囚われがちである

が，実はそれ以前から大きな問題として存在していたからである。資本主義

が国際的に大競争であったことは，19世紀帝国主義が正にそうであったこと

から想起されるように，今更始まったことではない。ソロスやLTCM社な

どのヘッジファンドをもって，あたかも国際的資金移動が1990年代に突如

として現われたような印象を持つ向きもあるが，これも少なくともオイル・

ショック以降膨大なユーロダラーやアジアダラーの国際的資金循環が世界

経済上の巨大な問題として立ち現われた事実を軽視すべきではない。遅くと

も1970年代以降には膨大な余剰資金がどこかの国（例えば日本）を標的にす

れば，その国の経済は破綻を余儀なくされるといわれていたのである鋤。も

ちろん，ヘッジファンドが国際的に認知されたのは1997年のアジア通貨危機

以降のことであり，ヘッジファンド自体を新しい現象としてみなすことは可

能であろうが，所詮「『超』激烈化」といった量的な増大としかみなされえ

ない類に留まるのである。よって筆者は，グローバル資本主義を，国際的資

金移動から位置付けることには懐疑的である。

　また開発途上国において製造業が起こったことをもって，グローバリゼー

ションと位置付ける把握もあるようだが，山口氏（櫻井他2010H第4章）で

は，以下のように適切に批判されている。その批判は，新興経済圏の台頭

24）1985年頃の本山美彦氏の言による。
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を持って新しい段階規定をすることはできない，それは英国に対してドイ

ツや米国がかつて台頭したことの中国やインドによる再現であり（同p．147，

148），新興経済圏における商業社会の復活などというのは超長期の世界市場

とそこにおける商業機構金融機構の発展が資本主義の生成を準備したと

いう「流通浸透視角」とも表現されてきた歴史的事実認識そのものであり

（p．149），このようなマルクスや宇野に対する一面的な解釈にもとつく非難

ないし限界指摘は的外れであるという（p．150）。

　さらに，この開発途上国における製造業の勃興という事象は，NIDL（新

国際分業）としてフローベル（Frobel　et　al．丁加漉ωZ〃‘θ7π読o〃α11）勿説o〃

げ加∂o既Cambridge　Univ．　Press　198025））らによって概念化されたもの

であり，Keesing26）によって最初にその有効性が主張された「外向的政策」

の概念とも対象が重なるものである。理論的な概念は現実の展開に遅れて認

識されるものである。実態として東アジアにおいて，輸出指向型工業化が勃

興したのは，第二次大戦後の香港において華僑資本が逃げて繊維産業を興し

たことからであり，それを台湾が1950年代に模倣していき，さらに韓国，シ

ンガポールで意識的に外資が導入されて発展していったものである。よっ

て，開発途上国において外資導入型の製造業が勃興したことをもってグロー

バリゼーションと位置付けるのは，プラザ合意以降に東アジアの輸出指向型

工業化が目覚しく成功した現象面しかみていないのであり，それ以前から既

に輸出指向型工業化が根付いていたことを看過するものにほかならない。

　さらにいえば，市場原理主義というのも，19世紀の自由主義型資本主義に

おける市場メカニズムの重視とは明らかに格差の大きいものである。という

のは，19世紀レッセフェールにおける市場原理主義はもっとはるかに徹底し

た主張であった。例えば，例えば，1812年インドのグジャラートで飢餓が発

生しても，それに対して人道的援助が行なわれることさえボンベイの総督は

25）原著はドイツ語で1977年の出版

26）keesin＆Donald　B．（1967）“Outward－Looking　Policies　and　Economic　Development”

　Economic　Journa1，　Vol．　LxxV　H．
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アダム・スミスの国富論を持ち出して却下した。即ち，市場メカニズムに任

せるべきであり，穀物需要の増加は他の地域から民間取引により供給を生み

出すであろうとしたのである。こういった発想と意見がまかり通ったのが19

世紀のレッセフェールなのである”）。現在の市場信奉者において，ここまで

主張する者はいない。人道的援助はもちろん，国内の貧困に対しても，最低

限の保障を行ない，セーフティネットを張り巡らせることに反対する市場原

理主義者は想起することはできない。

　筆者は，グローバル資本主義を資本主義発展段階論の中に位置付けるなら

ば，パソコン・インターネットや携帯電話の一般家庭への普及などのIT革

命，ならびにソ連東欧等計画的社会主義の崩壊による唯一の超大国としての

米国の台頭，この2つに集約して捉えるべきであると考えている。パソコン

やインターネットの普及によって，消費者は単なる情報の受け手ではなく，

情報の発信者ともなり，インターラクティブになるといわれてきた。そこま

ではならずとも，パソコン普及による便宜とインターネットによる情報量の

格段の上昇は歴史上見ない事態である。ソ連型社会主義の崩壊による資本主

義の世界性の回復は，元来の宇野段階論からすると決定的な重要性を孕んで

いるのはいうまでもない。米国の一極化と世界の警察化，それとイスラム原

理主義を中心とするテロリズムとの対決色の時代が2001年以降の世界政治を

形づくっているといってよい。

　この2つ以外の様々な要素をも入れて，一つの新たな段階論的な世界史的

大転換と位置付けたい欲求は理解できるが，グローバリゼーション，国際的

資金移動，新国際分業（途上国における製造業の勃興），市場原理主義など

を持って位置付けようとしても，既に挙げた根拠から，1990年以降の現象と

して位置付けることは，誰の目にも自明のこととなったことは確かであろう

が，その形成期はかなり以前に遡り，時期的・内容的に無理があるというこ

27）Sen，　Amrtya（1981）Poη〃’yα〃4。Fσ挽ゴπθ3－、肋E∬σy　o〃E雇’〃6勉6〃’θπ4

　D砂ア勿漉o〃，Oxford：International　Labour　Organization．　pp．160－161．（黒崎卓・山

　崎幸司訳）『貧困と飢饒』岩波書店，2000年，pp，231－232）
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とが認識されるべきであろう。劉

おわりに

　現在，段階論においては，一定の新たな共通認識が生まれつつある。少な

くとも現状に応じて段階論の再検討の必要性を認識し，帝国主義段階を現在

にまで延長し，それを三段階に分類するというところまでは共通してきてい

るといえよう。それは上記で図示したようなパックス・ブリタニカ期一パッ

クス・アメリカーナ期に明示するところまで，アメリカ資本主義の役割を認

めるところまで一致しうるのではないか。まだ争点となっているのは，社会

主義の台頭による資本主義の世界性の喪失という認識は計画経済型社会主義

の終焉によって無意味となったことは自明として，段階論と現状分析を分け

る根拠としての管理通貨制をどのように評価するか？金融資本という支配的

資本を認める以上，帝国主義という規定は外せないという主張をどう捉える

か？福祉国家論をどこまで取り入れられるのか？というところであろう。あ

るいは金融資本の諸相の代わりに，米国型資本主義と北欧を中心とする欧州

型福祉国家，それに日本とアジア諸途上国における製造業の発展を加えて三

極化して把握する方向性もありうるだろう。

　しかしながら，雇用関係ないし労働経済において新しい段階規定ができる

ところまで機が熟していると言い得るには，以上の議論から慎重な吟味が必

要であるといえよう。新段階の端緒は至る所に遍く拡がっているように観ぜ

られるかもしれないが，先行研究や統計を吟味する限り，長期雇用や雇用保

障という点からは，米国においても，日本においても，変化は限られてい

る。というよりも，そもそも驚くほど社会通念とは元から異なっている。

　だが，一つ大きな変化が少なくとも日本においては看取された。それは非

28）このような筆者の見解と同じではないが，呼応するものとして，Brad監ey　et　al（2㎜）

　が挙げられる。そこでは，現代における神話として，グローバリゼーション，リーン・

　プロダクション，非正規雇用，女性の社会進出（Female　Takeover），労働問題の解決

　　としての科学技術，階級の消滅労働組合の終焉，エコノミック・ワーカー（Economic

　Worker）が，各章ごとに批判的に検討されている。
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正規雇用の増大自体というよりもその内容にある。日本において，非正規雇

用の増大は量的には女性を中心としており，それも中高年有配偶者，即ち主

婦のパート化として現象してきたということである。このことは一見，牧歌

的な印象をもたらすが，それは実は日本において女性が結婚・出産・育児によ

る退職を迫られ，一旦退職すると正社員として復職できないといっても過言

でない状況が背景にあるわけである。そして，このことが少子高齢化という

現在焦眉の事態を深刻化させているわけである。

　かかる事態が新段階の規定となりうるかどうかは別として，これまでと根

本的に異なり，しかも社会的に巨大な影響をもたらす事態であることはいい

えよう。その意味で，中高年有配偶者の非正規雇用化は，労働力の女性化と

いわれる現象をさらにもっと突き詰めた内容であるとともに，時代を画する

事態であると指摘することができよう。

　かかる労働力の女性化の新形態が，米国を初め，他の先進国，あるいは日

本以上に少子化の進行が早いその他アジア諸国においてはどのように展開し

ているのかを探るのは，今後の課題である。

　最後に，筆者の立場表明を兼ねて，これも今後の課題として大胆な仮説を

提示しておこう。世界史的に資本主義において，産業予備軍や相対的過剰人

口と呼ばれる貧困者が本来，常に存在した。そして，戦後日本においては，

社外工・臨時工，そして農村家内工業という形で，常に低賃金長時間労働の

不安定就労層が存在した。今日の非正規雇用の増大による格差拡大も，その

ような資本主義に本来あった形態が変化したものであると捉えることができ

よう。そして，非正規雇用の変容の時代区分は，以下のようなダイナミズム

を伴ったものとして位置付けられる。戦後は，社外工，臨時工といった制度

が未だ残っており，また職制による違いによる実質的な非正規が存在した。

そして第一次産業人ロの衰退，非農林自営業の衰退，そして日雇い出稼ぎ労

働者の衰退などにより，1980年に掛けて正規化が進んでいった。即ち，終身

雇用制，年功序列型賃金体系，他方で家庭においては男性稼ぎ型・専業主婦

型モデルが現れる。日本的雇用慣行の純粋化傾向ともいうべき現象である。
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とはいえ，正規雇用にせよ，専業主婦化にせよ，それはその後に逆転化現象

が見られ，雇用労働力の女性化が進展し，非正規雇用の増加が統計上現れ

た。29）
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